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資料番号 ７０ 担当課 
消防防災安全

課 

法令名 電気工事士法 根拠条項 ４－６ 
不利益処

分の種類 
電気工事士免状の返納命令 

○電気工事士法 （昭和三十五年八月一日法律第百三十九号） 

（電気工事士免状） 

第四条 

６ 都道府県知事は、電気工事士がこの法律又は電気用品安全法（昭和三十六年法律第二百三十

四号）第二十八条第一項の規定に違反したときは、その電気工事士免状の返納を命ずることが

できる。 

 

○電気用品安全法 （昭和三十六年十一月十六日法律第二百三十四号） 

（使用の制限） 

第二十八条 電気事業法第二条第一項第十七号に規定する電気事業者、同法第三十八条第三項に

規定する自家用電気工作物を設置する者、電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）第

二条第四項に規定する電気工事士、同法第三条第三項に規定する特種電気工事資格者又は同条

第四項に規定する認定電気工事従事者は、第十条第一項の表示が付されているものでなければ、

電気用品を電気事業法第二条第一項第十八号に規定する電気工作物の設置又は変更の工事に使

用してはならない。 
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